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結論

序 論

　財務諸古註古においては財務消表及び監査の信鮒|生を確保するために監

古人の外観的独立性が求められる。監杏人の独立性の要件は監査の実務指

針にも詳細に記されている。現在のかが囚の監杏伝準仝はじめとする,監査

に開連するm範は，米国における企業改革法の施行をけじめとする監査の

新たな国際的潮流を受けたものである。この論文では現在のわが卜巾)監石

規範において監古人の独立性の概念がどのように規定されているかを明ら

かにすることを目的とする。これを特に監査人力行IJ.I.古のクライアントに非

監査置務を同時目見供する場合に関する規制および先行絆光における知見

に注目して行い，監杏人の外観的独立性の観察可能性が必要であることを

述べる。

　このためにまず第1節において監査人の独立性に閣する才)副国の規定を

概観する。つぎに第2節において非保証業務を保障業務と同時に提供する

場合の業務制限規定を整理する。さらに第3節において業務制限規定の中

で非保証業務のうちデュー・デリジェンスについての規定を検討し，さら

に非保証業務の同時提供に係る外観的独立性についての先行濁F究の知見を
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紹介する。これらの検討を通じて第4節において外観的独立性の観察可能

性に関して得られた知見を述べる。

1.監査人の独立性に係る規定

　監査人の独立性に関するわ刎言|の規定は国際会計士古盟による倫理規程

をけじめとする監査の規範に準拠する形で変更がなされてきている。その

特徴は倫理規則の構成の変化，保証炎務，ネットワーク・ファームという

各概念の導人などである。

　1. 1　倫理規則

　現行の倫理規則は昭和41年に制定されレ平成18年12月11日付最終変

更されたものである。それ以前の倫理規則は平成16年7月に最終変更さ

れた「ｲ計理規則・同注解」である。以下ではこれを∩剛命理規則］と表記

する。

　旧倫理規則では監古人の独立性について「独立性の保持に疑いを持た

れるような関係や外収を呈しないよう留意」しなければならない旨が

第14条に定められていた。その内容について「倫理規則の独立|生（第14

呆）の解説」（以下では「14呆脈悦」と古記する）|）において精神的独立性と

外観的独立性が定義され（3.∩））,独立性に対する脅威が説明されて

いた。

　これに対して現行の倫理規則では第16条において，保証業務を対象と

して独立性について公認会計士が留意しなければならない「状況と関係」

について規定がなされている。その内容は旧倫理規則と比較すると以下の

1）なお，「倫理規則の独ii:i止（第14条）の解説］は2007年3月31口をもっ

　て略|1こされている。
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1｡2から1. 5において述べるような特徴がある。
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　I. 2　保証業務

　旧倫理規則においては独立性についての第14条の規定は「監査業務」

について規定されていた。これに対して新倫理規則では第16条におい

て「保証業務」という用語を用いて包括的に規定したうえで，保証業務

を「財務諸表監査業務」と「財務諸表監査以外の保証業務」，および∩百

接報告による保証業務」に分類し，それぞれについての独立性に関する

指針が「独立性に関する概念的枠組み解釈指針I W 1 ～3において示さ

れている。

　「独立性に関する概念的枠組み適用指針JIVにおいては，保証業務は財

務諸表監査と財務諸表監査以外の監査業務に分類され，それぞれに対する

独立性の要件は異なっている。その差異の部分は，ネットワーク・ファー

ムに関する部分である。すなわち，財務諸表監査については，「保証業務

チームの構成員，会計事務所等及びネットワーク・ファームは財務諸表監

査業務の依頼人から独立していなければならない丿　とされている。　これ

らの変更は国際監杏基準に準拠しての変更であると考えられる。

1. 3　独立性の定義の変化

つぎに独立性の定義の変化についてみてみよう。

1.3,1　旧倫理規則

　旧倫理規則においてわ刑罰の独立性の定義け次のとおりであった。すな

わち，「O」独立性には精神的独立性と外観的独立性があり，監査人には

2）日本公認会計士協会「独立性に関する慨念的枠組み適用指針] IV I （日本

　公認会計士協会編（2007）784頁。）

　　　　　　　　　　　　　　　一小卜一
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その両方が要求される。桁郎的独立性とは，監査の専門家としての判断を

歪める恐れのある詰要囚から影響を受けない精神状態であり，誠実性を

もって行動し，客観性を確保しレ辱門家としての公正不偏な態度を堅持で

きる状態のことをいう。外観的独立性とは，監古人が一定の措置を講じた

として乱第三者から見だ際心誠実性，客観性及び専門家としての懐疑

心副皿害されていると合理的に推測されるような事実や環境をさけること

である。丿jというものである。

1｡3.2　新倫理規則

　これに対して新倫理規則は，公認会計士は精神的独立性と外観的独立性

の双方を保持しなければならいとした上で，それぞれを次のように定義し

ている.1)。

　すなわち，柏矩個虫立性は，「専門家としての判|祈を危うくする誘因や

圧ﾌﾟjに影響されることなく意見を表明できる柏村Iを持ち，誠実に行動し，

公正性と専門家としての懐疑心を堅持できること」（第稲条3項一）であ

る。

　また，外観的独立性は，「適用される法律や規則をけじめすべての関連

情報を知っている第三者から，会汗又は保証業務チームの構成員の誠実性，

公正性若しくは團門家としての朧疑心が損なわれていると合理的に判断さ

れる重要な事実および状況がないこと」（第16条3項二）と定義されてい

る。

　この新旧の相違を表にするとっぎのようになる。

3）日本公認会計寸ご協会「倫理規則の独立性（第, 4条）の解説」3　∩）（日

　本公認会計寸:l為会編（2006）79㈲‰）

4）日本公認会爪判窃会「倫理規則　第16条3項　……，二｡」（日本公認会計士

　協会編（2007）778頁。）

　　　　　　　　　　　　　　一45 ―
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旧倫理規則 新倫理規則

万

万

　迫害の専門家としての判断を歪め

る恐れのある諸要囚から影響を受け

ない精神状態であり，誠実性をもっ

て行動し, 客能性を㈲保し，寺門京

としての公正不偏な態度を堅持でき

る状態のことをいう。

　専門家としての判祈を危うくする誘囚

や斤ミカに影響されることなく立見を表明

できる精神を持ち，誠実に行動し，公正．

性と専門家としての僣疑心を堅持できる

こと。

宍

ズ

　外観的独立|化とは，監古人が一定

の措置を講じたとして払第三折か

ら見た際に, 誠実性, 客観性及び町

門家としての懐疑心が阻害されてい

ると合理的に推測されるような小使

や環境をさけることである。

　適用される法律や規則をはじめすべて

の関士|i'f報を知っている第三者から，会

貝又は保証票務チームの構成員の誠実

性，公正性若しくは町門家としての僣疑

心が旧なわれていると合川的に判断され

る:⑤堤な事実および状況がないこと

上記の表から次のことがわかる。

・双方の定義から「客観性」力聯」除され「’懐疑心」が追加されている。

・外観的独立性の定義においては第三者の行動が「推測」から「判断」

　に変化し，事実と状況の要件としで「重要な」が追加されている。

・外観的独立性の定義には「適用される法律や規則をはじめすべての関

　走|貴報を知っている」という第三者の要件が追加されでいる。

・規定の指示する対象が拡大している。すなわち，会員個人のみならず，

　会員が職業専門家として「保証業務チームの構成既従業者，会員と

　支配従閥渕係にある会社等又はネットワーク・ファーム」が独立性に

　疑いをもたれるような状況や関係を有しないように留意することにも

　及んでいる。

1.3.3　国際監良基準の独立性の定義

　わが国の監査規範は国際会計基準との調和を念頭に国際監査詰準に準拠

する形での変更が進められてきている。それでは匡|際監告示準においては

どのような変化が起きているであろうか。

　国際会計士述箔皿)独立性に関する翁準は2006年12月に公所輦案が提示

され，独立性の定義の変更が行われている。新旧それぞれの定義は次のと

46 －
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おりである。

(|日基叩)

　精神的独立性と外観的独立性は，それぞれ次のように定義されてい

　る呪

　a　精神的独立|址-ある保証サービスが前町家としての判断を歪め

　るような影響を受けずに　それゆえある個人小誠実に客観的に團門家と

　しての憤疑心を行使することができるような獄神状態(である)。

　b　'A観的独立|圭一一合理的かつ情報を持っている第三者でありセー

　フガートを含かすべての日的適合的な情報を有するものが，ある事務所

　や保証契約のチームの肺戎員の誠実性，客観性，専門家としての懐疑心

　が歪められたと当然に結論を下すような原囚が無いこと(である)。

(2006年12月公問草案)

　これに対して200パ≒2月公表の公阻脇案においては次のように定義さ

れている‰

　独立性は次のものを要請する。

　精神的独立性

　　　前当家としての判祈を妥協させる作用の影響を受けることないこ

　　結論の表明を可能にする，それゆえにある個人加誠実に行動し客

　　観性と寺門家としての使疑心を行使する事が可能であるような獄則犬

　　態。

　外観的独立性

　　　非常に重要であるために，合理的かつ情報をもっている第:三者

　　がすべての特定の事実と状況を比悛考量して，事務所の又は監査

　　チームのメンバーの誠実性，客観性，または専門家としての懐疑

5）!FAC （2006）p. 16.

6）IFΛC Intenicitional Ethics Slandfirds Board foi･Λccountants （2006）

　p. 22,sec. 290. 7.

　　　　　　　　　　　　　　　一- 47 －
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　心が妥協させられたという結論を下すような事実と状況が無いこ

　と。

（新旧比較）

　ここで外観的独立性の定義について両者の原文の相違点を下糾波付して

示してみよう。

　|目規定（290. 8）'a reasonable and informed third ■party,helving

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　-　knowledge　of all　relevant　information,including safeguards

auditteam's,integrity,objectivityor ～’

新規定（290.9）'a reasonable and informed third party would

脂

9
1

all　the　specific　facts　and

　　circumstances, that a firm's or a member of the audit team's。
　　　　　　　　-

　　integrity, objectivity or ～’

　わが国の新規則で「合理的に判断」（I日の「川測」から変更）となってい

る部分について，　出際監査枯準の公開草案では'would　reasonably

conclude日当然に結論を下寸であろう）から'would be likely to conclude'

（結論を下すであろう）に変更されている。表現として「結論を下寸」:卯率

は低下している。　このことから結果として監古人に要求される外観の要件

は厳しくなっているということができるのではないだろうか。

　また，想定する情報利町者の要件が緩和されている。すなわち，「すべ

ての目的適合的な情報を知っている」という要件が㈲除され，代わりに

「すべての特定の事実と状況を比較弩鼠すると」という条件が追加されて

いる。この変化は外観的独立性を考える際の外観の主体についての要件の

緩和である。
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　1. 4　概念的枠組み

レ1！　独立|判こ関する脅威

　さて話を再びわが国の規定に戻そう。　旧「玉4条解説」では「独白|生に

対する丿⑤政とレこ自己利益，自己監査，癒谷，擁広脅迫り政行ﾐの各脅

威か挙げられていた。これに対して現行の倫川蜘胡|」ではﾄ定義」の項にお

いて∩川州抑に対する脅威］として自己利益，自己レビュー，鎗広馴

れ合い，脅迫という分頬で説明したつえで，縦立性に対する脅威について

は「縦l性に関する概念的枠組み適川指針」で述べられている。

］.4.2　脅威への対応

　佐念的枠組みとは，公認会乱七が保証玉務を受嘱又は継続するに際し，

（依頼人から独よレゴノ几を保持するため帽「「独立性の保持に疑いをもたれ

るような状況又は関係」を認識した場合には，特定の状況又は関係に応じ

て，独M攻に対する脅威の目変を評価し，脅威の程度が明らかに些細な場

合を除き，適切な措置を講じて，脅威を除去するか又は許容可能な水準に

まで軽減し，独立|攻を保持下）するという改心人の特硝石針である。

　この慨念的枠組みは旧倫理規則において「独立性に関するフレームワー

クアプローチ」として，第14条注解1ト！および「倫理規則の独立性第

14条の解説」において，つぎのように説肝にれていた。　すなわち「会ぱ

力崖岫ﾄ業務を受嘱又は実施するに際して，独立|攻口対する脅威を認識し，

町該作成が明らかに重要性のない場合を除き，脅威を受容可能なレベルに

まで軽減又は除去するために一一定の措置（セーフガード）を講じ，当該措

薗を講じてし脅威を十分に軽談又は除去できない場白こはご杏業務を受嘱

又は実施しない于法］であった。

　新たな倫m規則ではこの概念的枠紆Iみの適肝脂針の概略が第3条におい

7) 倫理規則第16条6煩。

I I 心 I 一 I 占 1 1 1 1 1

………49 一一
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て規定されている。すなわち会貝に次の（1）～（5）のような義務が課せ

られている。

　（∩　第2条に規定する証本原則8)に対する脅威となる状況又は関係を

　　　認識した場合，その脅威の程度を吊行要囚と質的要囚の双方につい

　　　て評価しなげればならない（第1項および第3項）。

　（2）脅威の程度が明らかに些細な場合列席き，適切な措置を倹討し

　　　誰じて，脅威を除去するか又は許容可能な水準にまで軽減しなげれ

　　　ばならない（卵2項）。

　（3）脅威に対して適切な措置を講じることができない場i
-1，方円業務

　　　を辞退らしく副奈退するか，あるいは必要に応じて依頼人又出雇川

　　　寸ﾐとの関係を終了しなければならない（第4項）。

　∩）規定に違反していることに気づいた場合には，その違反をすみや

　　　かに是正し，又は適切な措置を誰じなければならない（卵5 項。

　（5）なお会員と支配従属関係にある会社等が実施する専門家業務にも

　　　会員川司条1～5項の適川に責任を負う（第6項）。

1｡4.3「独立性に関する概念的枠組み適用指針」

　さらに「独立性に関する概念的枠組み適用指針」では，概念的枠組みを

適用レ国訴する局面において，独白陽七対する脅威の適切な認識，独立性

に対する脅威の重要性の判定けな汗ら明らかに些維にあるか否かの川liliR実

施）に脅威が明らかに些細こない膳合の適切な措置の選定についての指針

が示されている。またこの指針では会員（公認会計士）の公認会計寸丿法と

倫理規則の遵守言務小明示されている。

8）誠実性，公正性，専門能力の纏持，正｡当な注心　守似義係　幌泉的辱門家

　としての行動，の部爪問をさす。

　　　　　　　　　　　　　　　　一一一so………
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　1. 5　ネットワーク・ファーム

　新倫理規則において副到興怨言基準に倣って新たにネットワーク・

ファームの概念が導入されている呪この変更によって財務諸表監査の依

頼入から独立していなければならない玉体は（保証業務チームの構成員，

会計事務所等及びネットワーク・ファームI""となった。

　これは独立性の判定を行う対言（行動の上体）を拡張する規定であり規

定の隙を突いて実質的に独立性を損ねる行為を封じる意図かおるものと思

われる|几

2。非保証業務の提供に関する業務制限規定

　2. ]　公認会計士法

∩）（第2条）

　公認会計寸jの役割は公認会計士法第2条に規定されている。すなわち，

9）ネットワーク・ファームとは，ネットワークに所川する会計水鳥所等又は

　今泉休である。なおネッIヽワークとは，つぎの（∩（2）の条件の両方を術

　えた細織体であると定義されている。

　　∩）所収する会計与務所亨又は俳言休問の仕山ヤ）脇力を目的とすること。

　　（2）次のいずれかを術えていること，子仲」長の配分又は費用の分担を明

　　　　㈲に目的にレこいる。②共迦牡卜皆川略，③共迦川卵打∧支配及び経

　　　　営　の共通の品町竹川の方針及び丁放, ⑤共ilOのブランド名の使用，

　　　　弁巾票上のリソースの大きな部分万共哲。（I………I丿&S

　　　　理規則レ定義ネットワーク・ファーム）

10）倫川1規則!Vレ

1]）なおネットワーク・ファームに該当する場合にぱその袖貯要素として，次

　の6点が列挙されている。∩）利益の分配又は芦川の分担, （2卜共通の事

　豹欧略, （3）作題の貯臼，丈配及び諭肖，∩卜几通の品叩削|即）方針及び

　于続，（5）共通のブランド名の使川，(6）小柴卜のリソースの大きな部分

　の共有（日本公認会計協会L翁立性に闘する佐念的枠組み適用指針）IV 2

　0）～（G））。

　　　　　　　　　　　　　　　………副　，-
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「他人の求めに応じて福洲を得て財務背類即応言又は証明をすること」（第

！煩）および［公認会計士の名称を用いて，他人の求めに応し］圀flを得て，

財務書類の具製をし，財務に関する朧沓若しくは立案をし，又は財務目則

する相談に応ずること」（第2煩）である1几

　財務諭表監杏に代言される保証票務を提供している監古人が㈲鵬杏会社

に対して非保証票務を同時に提供する場乱　外観的独立性は侵害

能性かおる。そのため両古の同時提供は公認会計士法と倫川侑計U」をはじめ

とする規則において制限されている。

（2）（第24条）

　公認会計叶丿去第24条け，公認会計寸夕）蜜岫ｼ業務の制限につき定めてい

る。それらは身分杓なもの口快又は配(flj付加現住および過去1年切大心役げ，

財指示壬付，又は使行」人であった川合および晋しい利市関係にある川合の財拐詰古

註石又は保証の禁止子）,及び著しい利害関係が存在する場合）である。　そ

の2項では，ローテーションの実旭組織的監査の実厄経営判断に関与

するマネジメント・コンサルティングサービスから継術的に報酬を受けて

いる場合の監庄佃肝炎務占の同時提供が禁止,されている。

O）（第24条の2）

　mとfiiﾑﾘこ|言fijび）^Kう仕kMM:］万乃七ｼ削とび|H]IIm miこ一つU-こ，公il石t会ii:[:ri了

24条の2ではつぎのように定められている。

　「大会社等（会計敷介J＼没i'l会社，証券取引法第193条の2弟1項の規定によ

り監臨征明を受けなければならない昔，耶拐汀規定する銀目,長期川州眼行，保

険会払子）から，第2条2項業務けな卜ち，述削剥談貰務「他の求めに応じ

極洲を得て，財務書頬紅洲製をし，財務に関する置庖若しくは立案をし，又は財務

回則する凱淡に応ずることを業とすることができるI）により継続的な報酬を受

けている場副こは，町該大会社等の財務背順について，同条第｜項の芙務

5ト・－
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（監古茶務［他人の求めに応じ報馴を円て，財務書順の監査又は証明をすることを

茶とするU］を行ってはならない丿）

　2. 2　利害関係府令第5条

　さらに，「公認会計寸ﾊﾞこかかる利害関係に関する内閣府令」（以下では，

叩川頷|係府価Iと略す｡）は，第5条において，上記の24条の2に定める

mi［ｿに務を次のように列挙している。

　一　会計帳簿の記帳の代行その他の財務書類の甜製に関する業務

　二。財務又は会計に係る愉悦システムの整備又は管理に関する業務

　三　現物出資財産（会社法第207 茶第げ卵こ規定する現物肝臼財産をいう｡）

　　　その他これに準ずる財産の証明又は鑑定評価に関する業務

　四　保険数理に関する業務

　五　内部監査の外部委託に閲する業務

　ｿﾞﾍﾞ　証券取引法第2条第8項に規定する証券業

　ヒ　有価証券に係則女⑤館円星の付制等に関する法律（昭和61年法律第

　　　7ドy）笛2条2項に規定する投印言川星

　･･････････････----=¬･　←¬･-←・--･-m〃
13）なお人会社等は同条において次のとおり規定されている．

　　-……-　会計数介人設置会社（ft本金の額，最終事菜年度に係石竹借対照大の

　　　　輿能の部に計上七だ額の合計その他の事項を助案レて政令で定めるも

　　　　の劃席仁）

　　二．証券収引法第193条の2第1項の規定により首題征明を受けなければ

　　　　ならない者（政=令で定めるもの列除く．）

　　　　　　193一条の2第1項の規定により首題川川を受けなければならない所

　　　　（政令で定めるものを除仁）

　　三．銀行法（昭往156年1法律卵59号）第2条第＼煩に規定するj則………]■

　　三銀j……fﾒ （昭和 56付ﾐ法律第59号）第2条価1煩に規定する銀行

　　四役割信川銀行法［昭和27年古律第］.87号）価2条に規定する長期信川

　　　　j則……f

　　友　保険法価2 条第2項に規定する保険会社

　　六　前各号に掲げ｀る者に準ずる肖として政令で定める嗇

　　　　　　　　　　　　　　　……-53…………
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八　的各号に掲げるもののほか，監査又は証明（法弟2条第｜項分業務と

　　して行う啼府又は証明をいう｡）をしようとする財務書類を自らが作成

　　している言沼められる置務又ぽmi.杏会社等の経営判断に関与する

　　と認められる業務

　2. 3｢独立性に関する法改正解釈指針第4号(中間報告)大会社等の規制。

　　　非監査証明業務について(その2)｣

　日本公認会計士出会の｢帽坤皿ﾐに関する法改正対応解釈指針弟mリ(巾

問報告)大会社等の現制・非鵬杏証明骨務について(その2),: !こおいては，

＼:uiiび)wｼymで丿|5 5 条4こﾀﾞ＼＼丿pざn犬こ8|貧iびS;jl:S回:#

企業改和去による珊糾業務を踏まえたものであること，およびそのうち………-

から四までは｢自こ監査(意味とレこはに旧レビュご)｣の防白川泥点から禁

止｡されること，さらに亙から七までは夕に賜岫万人が辻川訓卵こ関わること

から禁止される旨，八については業務の多様化等に個別的に対応して廿[[l

業務を限定的に列挙すること副脂川と考えられること等から包括的な禁止

規定として設けられているという禁止の寸ﾐ旨が説卜月されている(第2項)。

　さらに特に大会社に二)いて禁止される趣旨は，上記の佐州こ加えて

｢i'l｣ﾐiiぐJv｣,'>)ﾉく古しヽﾉく会?:.ﾀﾄりよmｭﾐi/./|ﾐをl｣f;↑しJること4こ｣こ^ﾉ}ﾐ]iio)

社会的証悟|几を高めることにある](第2項)としている。

　同指針は前項で述べた糾乱刈係府令第5条によ川司時提供が賃11 -される

十夕)2.2に記した8種類の升言押乱叫m務について具体例を列挙している

(第5川)。

　2. 4「独立性に関する概念的枠組み適用指針」の禁止規定

　「独立性に関する概念的枠組み適川指針」におげる非保証票務の提供に

係る指針は，第59項において，非保証I務の提供から生じる所収の程度

を評価し，適田倒謝位を講じることにより除去又は受容可能な程度にまで

　　　　　　　　　　　　　　　　……引……
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低減させることとしている。

　さらに　|司60項において，つぎの3通りについては，受容可能な水草

にまで軽減する方法はないであるうとして禁止している。

　∩）取引を水烈又は実行する帽浪が付与されていること，又はその桁

　　　限を行使すること。

　（2）会汁事務所等が佐出しか意見占ヤ勧⑤事項の採用について自ら意

　　　思決定を行うこと。

　（3）監吉委員会等牡企業統治に良江を負うものに対し経言責の立場で

　　　報告すること。

　脅威の程度を評価レ国訴するのは公認会計士白身である。企業が公認会

計寸りこ経営指導を仰ぐ理由はそれに適した能力を持っているからである。

そして監臨証明業務を通じてすでに百｡いに面識があれば双方のメリットは

コスト而のみならず業務の有効性の而でも人きいと想像される。　しかし外

観的独立|皿の要請からその上うな非言行宍務は禁Iしされる場合かおる。　こ

こにジレンマかおる。このような⑤|吉から往古の低給|生の向上｡を重視する

のであれば外観的独立性が卜分に保たれていることを外部から確認するこ

とのできる仕組みが必要と思われる|几

14）この点について次のような指摘がなされに外観的独立性に関する報告書を

　監古法人刎背泳する現行に最小限盛0込むべき内容（すなわち. （1)クライ

　アントとの経済的付乱川係（2）クライアントとの身分的利書冊彫（3）そ

　の他説明を要する事項）か列挙・提案されているノ".……（独……i/^m･ifﾋ4･こ）脆

　効性が允抑された事実が社会から見て知覚（ぼ識できなければ，真の意味で

　の実特|化にはならないであろう。このためには監古法人自らが外,観的独立性

　の要件を押保していることを，帖査報告書の利肝昔に対して開示することが

　必刎であるU（内朧文雌（2003）23ト232にし）

　　　　　　　　　　　　　　　　…………卵………
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3.非監査業務の同時提供と監査人の外観的独立性

　3.1　デュー・デリジェンスに関する規定

　すでに見だように大会社の監杏証明業務を行っている場合には当該会社

に対する「現物出資その他これに準ずるものに係る財産州征明又は鑑定評

価に関する業務」は禁じられているI呪デュー・デリジェンスは実務上調

査・報告業務といわれているが，財務，法務，人事などさまざまな種類の

業務が存在し，法律上未定義であり変追する実務への対応の観点から定義

することが困州であるとされる1‰　また実質的に評価に関する意見表明に

まで及ぶものであれば，自己監査劃坊止する観点から禁止業務に該当する

とされているi7）。

　さらに監査と同時に行うべきでないデュー・デリジェンスに該当する

か否かの判断について］三点が記されている。それらは　①（デュー・デリ

ジェンスにおいては卜報告事実の投資判断に与える影響等について公認会計

士等は判牡li-ず，実施レこ結果については依頼人加判祈すること, ②そ

の呼格形式に関わらず，当該業務が自己監査に該当するか否か，又ぽ破監

吉会社等の経営判断に関わるか否かといった観点から非nit.恋証明業務と監

吉証明業務との同時提供を廿||こするとい千本来の趣旨に照らした上で，

「現物出|資その他これに⑨ずるものに係る財産の証明又は鑑右評lliに関す

る業務」に該当するか否かの実質的判断を行うべきこと, ③財務諸表監

杏の重要な対象となる金額につきノ誼古人自らがこれを作成し，又は正し

］｡5）利害関係府令第5条三，および（独立惰に関する法改1対応解釈指針第4

　号剛片肘14告）大会柚等の肝制・非公告証明窓務について（その2）］5

　（3）①。

16）「独立性に関する」=」･i&

　監臨治町火務について（その2)］（回ﾐ3 ）。

17）|ri|上5．（3）②ア。

　　　　　　　　　　　　……-56…………
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いことを証明・保証することとなる評価鑑定に属する業務であれば禁止業

務に該当する旨，の三点了ある18)。

　このように根幹としては自己監査作万旧レビュート又は経営判断への関

打首避けるという主旨からの実質的個析を規定は求めている。　しかし，未

定義語が規定に含まれており，かつ経言者に助言を行う監査人自身がその

刊折を行うため，この柿の育務の同時提供については特に外観的独立性そ

のものが外部から観察可能な状態にあることが重要となる。

　3. 2　非監査業務の同時提供に関する先行研究の知見

　非監在奈務と駐査業務劃司時に提供する場合回航古人の外観的独立性に

ついての先行研究はどのような結果を得ているであろうか。

∩）Beattie and Fearnley （2002）

　まずBeattie and Fearnley （2002）は，非監査業務の監査業務との同時

谷供に関する先行研究を幅広くレビューした結果，次のように述べている。

　「非監古業務についての学術研究は非監在業務に関する監査と非監査業

務の同時提供が監古人の独立性を侵害するかという問いに答えることが非

常に困難である。その理由は2つである。ひとつは，実際の独立性は観察

不能であ呪　そのた川洲接的な（又は代理の）尺度（ときにそれは妥当性が疑

わしい場今もある）が用いられてきたことである。第二の理由は，公的に利

肝可能な目的適合的なデータが欠けていることである。たとえば，非監査

業務の但酬絹物Jこれでも，サービスごとの個別の報酬は開示されない。

監］喬事務所自身江沢なるビジネスごとの情報は実質的に何も開示していな

い。

　このようなことから，すべての利用可能な学術研究（川論的なものと経験

的なもの）を見波しても，監査と非監杏業務の同時谷供が独立性を実質的

18）|……i］|.（Hﾐ3）｡

5卜－
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に害するという見方を明確に指示するものはほとんどない。　しかし，同時

提供が負の影響を監良人の独立性の知覚，すなわち外観に与えるという道

理にかなった一一一致した意見かおる。119)

　この研究で発見されていることは，「外観的独立性」を検証しようとす

れば必然的に他の変数への置引喚えが必要になり，その結果としで検証が

困難であること，および，それにもかかわらず（あるいはそれゆえに）外部

関係者の独立性に対する知覚（外観的独立性）は侵害されるということで

ある。　この研究は学術朗呪における「外観的独立性」占顔門知識を持たな

い者も欧か外部関係者の知覚するそれとが相役する可能性を示唆するもの

である。

（2 ）Quick et al（2005）

　つぎにQuick et alパ2005）は，デンマークにおいて経営指導業務を監

杏と同時提供することの知覚される監古人の独立|址への影響を調べている

この研究ではノriiL査人をはじめとする五つのグループを対象としたアン

ケート結果が提示されている。　デンマークにおいては（2005年時点で）監

古人小佐古のクライアントに対して提供を禁止されているj圃岫ﾐ業務は記

帳業務と募果菜務のみである。つぎの５つの仮説がアンケートによって検

証される。

肖 I - ← 7 w I v I I v I I A ⌒ I ･ A I ん ･ ¬ w I ● - A - ¬ w 回 s I I I I - | I I I A I I 肖 | | ● | - ¬ w I I 二 1 1 1 1 1 - - j = ¬ - ¥ w I v I ゝ | 肖 四 I A ･ I A 肖 I l a A . = 〃 F ● ● - | ← A I 四 1 1 1 1 四 I A & ･ I - ¬ w I ● I I v I I 四 | 〃 J - 6 . = = . - ● w w I ● w I v I ← I I - 肖 A . . = － | 四 I w I M I I M ≒ | 肖 A A ● ･ A I - . ･ . - = - r w

　 H 1 　 : 経 営 指 導 業 務 の 提 供 は 知 : 慨 さ れ る 監 社 人 の 独 立 性 に 仇 に杉糾する。

　 H 2 ;
知 覚 さ れ る 監 古 人 の 独 立 付 が 侵 害 さ れる程度は対印となるクルー

　　　　プごとに異なる

。

　 H 3 : 知 覚 さ れ る 監 査 人 の 独 立 性 が 侵 害 さ れる程度ばコンサルディック

　　　　サービスのタイプによ

って異なる
．

19）Beattie,V. and Fearnley, S. （2002）pp.59-…62,

..-. 58 -ヽ



Dぽci㎡bぐr　J出ワ

監査人の外観的蜜i性の観察可能佻

H 4　：監在事務所のコンサルティングスタッフを監]

　　することは知覚される独立性を高める。

H5 :相対的なコンサルティング報洲の割合の｣………l l･1(。よう

　　よって相違する。

　それぞれの仮説を検証とした結果は次のとおりである20)。

　仮説１（Ｈに経営措絲業務の提供は知覚される監古人の匯帽生に員に影糾す

る。）については監古人2t)と，経営礼　銀行の融資担当者，個人投資家，

ビジネス・ジャーナリストを対象とし友アンケート結果の分折から次のよ

うに述べられている。監古人以外の者は監査がコンサルティング・サービ

スと同時に提供されると，監古人はクライアント経営者からの十分な独立

性を有していないと答えたものが比較的多い（投資家69.2％,ジャーナリス

ト81.1％,銀行の融石川当古OU.O％,経宮古39.3％）。

　これに対して，監査人のうちそう答えたのは10.6％であり，「そう思わ

ない（すなか）ち独立山よ侵害されない）」と答えた者が85.6％となっている。

また，コンサルティング・サービスのクライアントである経営者は立見の

ばらっきかおる。この結果から，コンサルティング・サービスの提供は，

外部付言関係者（個人投石家，銀行の融石州当社　ジャーナリスト）について，

明らかに座餅の独立性に対する信頼吐を低下させるとしている。

　仮説2 （H 2 : 知覚される1 m,.fel.人の独立性の程度ぱ対象となるグループごとに

毀なる。）については（Krusk訃-Wallis倹定の結果から）全体としては知覚す

2O）Cf.QuiCk et a.L（2OO5）pp.147ーI53.

涯）この研究（Quick et aL（2OO5））では，訓古対宗としての誼吉人として，

　登録佐在人（re妙5tered auditorS）は除外され，政府公認絞杏人（State au―

　thori.zed.audj.torS）のみが対宗とされているoその川由として，．貪緑肢良人

　は政府公認佐杏人
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る主体によって結果が異なるということができるが各グループをfi別に比

較した場合にはその他の4グループすべてと有意に拝|違しているのは監杏

人のみである22）。銀行の融資担当者と個人投資家の問には差異は認められ

ず，経営者と銀行融資担当者の間の差異はわずかである2呪

　仮説3 （H3 :コンサルティング貴息のタイプによって知覚された改古人の独

立付ぱ侵害される程度が異なら。）について, 4種類のコンサルティング言務

を提供する提合に関して5点評価法で回答を求めた2几その結果, 4種類

すべての業務について「1（非常に信頼性川氏下する）」から「5（非常に信

州生か高まる）」までの俗用で平均は3以下となった2呪　このことからすべ

てのコンサルティング業務は，知覚される監在人の独立付に対して負の影

響を有しているとしている2‰また，会計開運業務は獄の影響が最小で

あった27）。

　仮説4 （H4 :監良事務所のコンサルティングスタッフを改古スタッフから分

川することは知覚される独七生を高める。）について「分節により｡監査に対す

る信頼は強められるか」という質問により回答を求めた2呪結果は監古人

のみが否定的意見の者が狂言水準1％万作噫に多く（66.7％）,ジャーナリ

ストは反対に同意した者が有意に多かった（56.9％戸）。

　このような結果から，ジャーナリストについてのみ仮説4は確証され，

独立性の知覚について監査事務所に関運した自己利益の脅威のほうが，監

う
う
う

n
乙
3
4

C
O

C
O

C
v
l

　Maにp. 148.

　Ib･id.

　な払　コンサルティング業務の稲観は　①財務ITシステムの設計・施行，

②上級経言責の採川，③法律業務（契約援助，M＆7＼等）④会計関辿貰務

（記帳，給与台帳作成，請求書作成）の4種頬である。

25）Ibid｡p. 150.

26）Ib･id.,p.151.

27）Ibid.

28）Ibid｡

29）Ibid｡pp. 15トー152.
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古人開運の悦略さの脅成分自己利益の脅威よりも影糾加大きいと説明して

いる3O≒

　仮説5出5 :コンサルティング報副の全報馴に対する割合の月収は対宗グ

ループ問で相違する。）について，まず回答者に監古人の独立匪への信頼が

低下するコンサルティング報酬牡令福聊に対する割合の上限を回答させ

だ呪その結果，回答の平均値は径営者と銀行融資担当者釧州以外には有

意な杜|遥か認められた3几さらに参加者は会計:厚門職の現在のコンサル

ティング報酬の全備釧に|:卜める割合を予測し，この結果を各自の上限と比

較した3呪その結果，各グループの上限と予測はそれぞれ次のとおりで

あった:呪　すなわち会計士（上限67％＞釧lり5％）,経営者（,J:|限35％=予

測35％）,銀行融資担当所辻川32％◇P測35％）,佃人株主け:M 25％く予

測39％）,ジャーナリスト〔ﾋ限10％◇〕敏I) 39％）である;!.'))。予測値が判瑕

を超えている場合（すなわち監査人と辻匠嗇）は外観的独立|生か侵害されて

いると矢日覚していることを意味する3呪

　この結果からQuickらは監査人の独立性に対する知覚は監査業務への

刑戮に依存するであるうとしている。デンマークにおいて1999年の上場

企業の会計データを用いた調査によれば相談笑務に支払われたコンサル

ティング轍鮒討白ば平均で44％である3≒この研究において上限の値を

予測値が超過している状況はその対象小監査人の独立性に疑いを抱いてい

ることを示している。実際の数値が会計士以外の予測値を超えていること

う
う
う
う
う
う
j
j

O
1
2
3
4
5
6
7

3
3
3
3
3
3
3
3

Ibid。p. 152

沼
沢
辺

乃
乃
乃

Ibicにp. 153.

C□'bid.

Ibid｡1)｡153.

Ibid.
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から，筆者らは実際の数値を情報利用者が知れば（知覚され剔虫出生の数値

は）さらに悪化する可能性があると指摘している3呪

　以上の5つの仮説検証ﾐの結果から, Quickらは次のように発見事項を

述べている。

∩）監古業務に加えてコンサルティング業務を提供することによって独

立性に対する脅威が生じる。　もL鵬杏人の独立性が侵害されたという事実

が公表されれば監良人はクライアントおよび（または）監査報酬を失デ可

能性かおる。この可能性によって独立性に対する脅威を低減させることが

できるが，その上うな仕組みは監査人の独立性ﾓが監視され違反は処罰され

る場合に限り機能する;!!)）。ゆえに（監査人に対する）監視と十分な処罰はモ

ラルハザードリスクを低減させうる。また監吉報削とコンサルティング報

酬を公表することも独立性釧句題を低減させる方法として適［刀である'10］。

（2）非監古業務の提供は監査人の外観的独立陸を侵害する。外部監査の

主たる機能は財務諸表の信頼性を増加させることである。　この機能を満足

させるためには監査人の甘神的独立性に加えて外㈹的独立性が要求される。

ゆえに監古人によるコンサルティング業務の売供を制限することが必要で

ある。デンマークにおいて見られた監査人によるコンサルティング業務の

同時提供の自由化はこれらの発見事項と一一致せず，結果として外観的独立

性および財務諸表の信頼匹に負の影響を有するリスクがある･1‰

（3）監査人の独立|生か侵害される拉り斐に対する知覚は関係者の立場に

よって異なるため，規制当筒者はどのグループの知覚加計も目的適合的か

特定しなければならない4呪監古人と経往者が外部利害関係者より情報を

j
j
j
j
j

8
9
0
1
n
／
】

3
3
j
4
4

Ibid.

Ibid｡p. 154.

Ibid.

Ibid.

Ibid.
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多く持つており，そこからモラルハザ―ドは生しるoゆえにモラルハザー

ドの問題を避けるための独辻|生の規則は，まず外部刊吉闘係膏を保護する

べきであか几

（4）デンマ‐クの社会は合意を市視した壮会であり正当な刊害闘係をも

つすべての年部グル―プか考言される必妾かあるo外部利害関係貴のグ

ル―プは独立性に対するより怖い侵害を知覚したoこれによつて緻蜜な規

制すなわ

43）

j
j
j
う

d
R
リ
Ｇ
7

4
4
4
4

48）

Ibid.

乃能

Ibioにp. 155.

Ibid.

Ibid.

Ibid｡P. 155.
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4。外観的独立性の観察可能性

丿丿ﾐ門径片しi'ij I'ol. /.1 No. 2

　4. 1　自主規制による監査の品質管理

　1. 4.2で見だ独立性に対する認識特撰を行うのは監査人自身である。監

古人は自らの行為の外観を想定しこれに基づいて信頼を得るよう行動する。

少なくとも規定においてその上うな行動が求められていると解釈すること

ができる。自分の行動が他者からどのように見られているかを想像するこ

とを通じて，自分の行動を変化させるというパターンは改良の国際的調和

化の議論におけるわ詞〕卵)姿勢にも認めることができる。いわけ制度にお

いて他人指向型の思考が顕在化してきているのである。

　すでに見たように独立性に関する規定はより詳細かつ具川的なものにな

りっつある。　しかし服要なことは監古人の精聯句独立性が確立されており

そげ事実が確認できることである。監杏人の独立mについて議論される場

合には，実際に観察不可能な対象が存在するかどうかという射水的な問題

川合象されている。精神的独立性は実際には脱察不能であるが鮮介の根幹

を形成するものである。そこで制度上はその代替物として外観的独立性の

概念を規制の中心に据えさらに具体的副関係に置言換えでその関係を規制

しているのである。

　その上うな規制の中心は，会計上協会によ訓示参規範である。卜川拝見範

の強化・精緻化けプラスのシグナルとして情報利川者に伝わるであろう。

　しかしどのように厳格な規制を作ったとしても，その遵守の状況につい

て外部の者が直接付l察することは不可能である。圭だ，情報利町昔も自分

が必要とする信頼性の程度に見合わなければ直ちに関係から退11ﾊすること

ができるはずである。監杏人の列前卵勺独立㈹こついて外訂訪いう表現が川

いられながら，実際のチェックは事務所自身と専円家のにけ談制組織に于

にゆだねられている。そこで丹]いられ引良証の本質は，ピア・レビューで

あり，検証の(少なくとも詳細な)結賜は現在のところ公告されていない。

　　　　　　　　　　　　　　　　………6'!　一
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　4. 2「自己レビューの脅威」の含意

　もし，ある公認会止上が倫理規則の求める人格的要件を完全に満たしか

人物であるならば，彼が自己レビューや自己監査を行うことには何川周題

も生じないはずである。むしろ規則そのものが不要となるであろう。それ

にもかかわらず汗己レビューは独立匪に対するト回旋」として挙げられて

いる。こ才1は情報利用者の信頼性を得ることができる外観が侵害されるお

それかおるためであるという説明も可能である。　しかし兆質的には規制と

その逸脱行動の開の矛盾にその根本的原因かおるだろう。という理山によ

るものである。

　4｡.3　情報利用者のコスト・ベネフィット

　会計目窃会の倫皿規則は寺門家糾織の自律規範である。　しかしそれを公

認会計士が遵守することについて義務小課されている。自律規範による規

制帽眼界はフリーライダーを含行情報利府昔が正当なものとして要求する

ことのできる⑤頼|心の程度と実質的に肩衝が保たれているということがで

きるかもし打ない。

　監査人の外､観的独立|士はそれを知覚する主体によって認識や程度が異な

るレ前節でみた先行研究でも明らかなように会計士の考える外観的独立

性と外部の利害関係者の考えるそれとは杜|違する。寺門家集団としての公

認会計士|温会が規定によって表現することが可能な外観的独立性とは、

｢外部の情報利用者が知覚するである乱1と公認会計寸｣窃会の指針等を作

成するメンバーが考える組立性であるレ比会における信頼がどのように形

成されるかについての議論や社会的イメージ朔副題が闘士事項として重苛

性を増しているように思われる。

卵
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結 論
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　この論文で得た知見は次のとおりである。

　日本公認会計士協会による現在の倫理規則は監査人の独立性を保証ﾐ業務

を対象として包括的に規定し，保証業務を∩帽万作赳提杏業務と財務諸表

監査以外の保証業務，および直接報告による保証業崔］と分類して独立性

に関する指針が示されている。この倫理規則では概念的枠組みの包括的な

適用が行われる。また基本原則に対する脅威が規定され，さらに独立性に

対する脅威に開する認識・剖'■fill㈲判断プロセスが概念的枠組みの適用によ

り示されている。ネットワーク・ファームの概念が導入され財往者表監査

について独立欧の求められる対象が保紅業務チームの樹成貝会計事務所等

及びネットワーク・ファームに拡大した。

　外観的独立性の定義には「適用される法律や規則をけじめすべての関辿

借報を知っている」という娠三者の要件が追加されている。また独立性が

求められる行動の主体として「保証業務チームの構成員

支配従属関係にある会社察又はネットワーク・ファーム」が規定されてい

る。これらの規定における変化は田際監査基準の倫理規程の影響を受けて

いる。なお外観的独立雌を規定する際の第三者の「適用される法律や規則

をはじめすべての関士|吉報を知っている」という要件が追加されている。

この点に開運して国際会計上述盟による倫理規程の定義では第三古要件が

「すべての目的追白的な情報を知っている」という要件から「すべての特

定の事実と状況を比牧考量すると」というものに変更され，緩和されてい

る動きと迫従を原囚とする逆の動きが毘られる。

　非保証業務の保証ﾐ糞務との同時提供については詳細な規定がなされてい

るが，デュー・デリジェンスのように未定義語を含か規定もあり，また法

定のもの以外についてば禁Lし業務に該当するか否かの判断を日本公認会計

士＼u会の規定により附l't人自身加判析を行うことになる。このことから監

古人の外観的独立性について外部からの観察可能性八号要になると考えら

(6 -…-
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れる。

　外部の利害関係者が知胞する監脊人の独立性の程度は知覚する士休の立

場により異なる。フリーライダーを含む情報利肝昔皿lE当性と自律m範に

よる規制により達成される独立性の程度は均衡している可能性かおる。
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